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本年２月11日、金融庁は、日本証券業協

会、日本取引所グループ、投資信託協会との

共催で、「NISAの日記念イベント～資産所

得倍増に向けて～」を開催しました。

当イベントは、２月13日のNISAの日を記

念して、NISAや資産形成、資産所得倍増プ

ランについて語るトークイベントとして開催

したものになります。当日は、約100名の会

場参加者に加え、オンライン配信では最多同

時視聴者数として1,000名超の方にご参加い

ただきました。

本稿では、当イベントの概要を簡単に紹介

いたします。

１．岸田内閣総理大臣からのメッセージ動画

本年を「資産所得倍増プラン元年」として、

「貯蓄から投資へ」のシフトを大胆・抜本的

に進めていくために、NISAの抜本的拡充・

恒久化と、iDeCo制度の改革を行うとともに、

顧客本位の業務運営、金融経済教育の充実、

消費者が信頼できるアドバイスの提供の推進

といった総合的な取組を進めているといった

旨のメッセージがありました。

２．パネルディスカッション

昨年11月28日に策定された「資産所得倍

増プラン」をテーマに、これまでの取組みや

今後の取組み、思いなどについて、政・官・

民、登壇者それぞれの立場から、ディスカッ

ションが行われました。木原誠二内閣官房副

長官からは、成長の果実を国民の皆様に享受

していただくことの重要性や新しい中間層を

しっかり生んでいきたいとの発言がありまし

た。

また、10代参加者より、将来を見据えた

アドバイスを求められ、中島長官からは、長

期・積立・分散投資の重要性や自身のNISA

体験談について発言がありました。
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「NISAの日記念イベント～資産所得倍増に向けて～」
の開催

写真：動画でメッセージを寄せた岸田内閣
総理大臣

写真：パネルディスカッションの様子
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３．トークセッション

読売巨人軍前監督 高橋由伸氏やフリーアナ

ウンサー 馬場典子氏を招いて、日本証券業協

会 森田会長とともに、証券投資未経験者や初

心者が率直に感じる「資産所得倍増」や

「NISA」についてトークセッションが行われ

ました。

金融庁では、今後もNISA制度の普及や利用

促進に向けて、テレビ・インターネット・

SNSなどを通じた全世代向けの積極的な広報

の展開や、金融経済教育を含め、NISAの理解

を深めるセミナーの全国各地での開催などに

取り組んでまいります。

※ 当イベントのアーカイブ動画は、下記の日本証

券業協会ウェブサイトよりご覧いただけます。

https://www.jsda.or.jp/about/gyouji/230211nisa

_event.html

<イベントプログラム>

・開会挨拶

主催者代表

森田 敏夫日本証券業協会会長

・メッセージ動画

岸田 文雄内閣総理大臣

・パネルディスカッション

ファシリテーター

渋澤 健 コモンズ投信 取締役会長（新しい

資本主義実現会議委員）

パネリスト

木原 誠二内閣官房副長官

中島 淳一金融庁長官

松谷 博司投資信託協会会長

永井 浩二 野村證券 取締役会長（日本証券

業協会副会長・証券戦略会議議長）

・トークセッション

登壇者

高橋 由伸様（読売巨人軍前監督）

馬場 典子様（フリーアナウンサ―）

森田 敏夫日本証券業協会会長

・閉会挨拶

主催者代表

清田 瞭 日本取引所グループ取締役兼代表

執行役グループCEO

写真：トークセッションの様子

イベント登壇者の集合写真

https://www.jsda.or.jp/about/gyouji/230211nisa_event.html


地域企業への経営人材マッチングに関する
イベントの開催
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金融庁は、2018年に監督指針を改正し、金

融機関において取引先企業に対して人材紹介

業務を行うことが可能であることを明確化し

ました。これを契機として、地域金融機関に

おける人材マッチングの取組みが広がってい

ますが、金融庁としても、大企業から地域の

中堅・中小企業への人の流れの創出を目指し、

「地域企業経営人材マッチング促進事業」に

取り組んでいます。

大企業で働いておられる方の中には、「地

方移住したいけど働き口をどうしよう」、

「都市部に拠点を持ちつつ地方での活躍の場

所を見つけたい」など、地方で働くことに

様々な関心をお持ちの方がおられます。そこ

で、金融庁では、地方転職を志向する方、地

域企業に兼業・副業で働くことを志向する方

それぞれに向けて、地域企業で働くことの意

義やキャリア形成を成功させる上でのポイン

ト等の紹介を目的としたオンラインフォーラ

ムを開催いたしました。

１．「地方の成長企業で活躍する次のステー

ジへ。セカンドキャリア支援フォーラム」

本年２月11日に、読売新聞社の協力を得て、

大企業人材のセカンドキャリアの形成支援を

テーマとしたオンラインフォーラム※１を開催

し、冒頭、藤丸副大臣から挨拶を行いました。

＜藤丸副大臣挨拶の概要＞

地方には未来を担う成長企業がたくさんあ

ります。こうした企業が一層輝くうえで、課

題の１つは「人材」です。金融庁では、「地

方への新しい人の流れ」の創出を目指してい

ます。このフォーラムは、セカンドキャリア

に向けて具体的な次のステップを踏み出す良

い機会になると考えます。

＜パネルディスカッションの概要＞

本フォーラムでは、「大企業人材が地域企

業に転じる意義」及び「地域金融機関による

人材マッチングの強み」をテーマに、２つの

ディスカッションが行われました。

これらのディスカッションの中で、パネ

ラー※２からは、

①「地域と関わりを持つことが満足度の向上

につながる」（稲垣氏）、「『生活水準』

を下げずに生活費を抑えられる」（野尻

氏）など、地方移住を成功させる上でのポ

イント

※１ 本フォーラムの模様は、以下のページでアーカイブ配信しています（本年４月以降は、金融庁のYouTube

チャンネルにて公開予定。）。

https://yab.yomiuri.co.jp/article/secondcareer_archive/index.php
※２ 本フォーラムのパネラーは、NPO法人ふるさと回帰支援センター副事務局長 稲垣文彦氏、一般社団法人

キャリアコンサルティング振興協会代表理事・合同会社人材ドック代表 須田万里子氏、合同会社フィンウェ

ル研究所代表 野尻哲史氏、株式会社YMキャリア代表取締役 松浦裕志氏（以上第1部）、神戸大学経済経営

研究所所長・教授 家森信善氏、金融庁監督局長 伊藤豊（以上第2部）、株式会社静岡銀行コーポレートサ

ポート部部長 岩本進也氏、株式会社地域経済活性化支援機構常務取締役 柴田聡氏、株式会社丸総代表取締

役 橋口智規氏、ヒューレックス株式会社代表取締役社長 松橋隆広氏（以上第3部）の10名。

写真：藤丸副大臣による挨拶

https://yab.yomiuri.co.jp/article/secondcareer_archive/index.php
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②「大企業で学んできた自身の価値に気づい

ていない人がいる」（須田氏）、「大企業

人材一人の入社でもいい変化が表れる」

（松浦氏）、「新しい分野に人材が入って、

地方から躍進してもらいたい」（橋口氏）

との地方の成長企業の声など、大企業人材

による地域企業への貢献の可能性

③「中小企業の経営への理解度が深い」（松

橋氏）、「培ったスキルを活かせるように

銀行が橋渡しできる」（岩本氏）、さらに

は「大企業から中堅・中小企業への新しい

人の流れの創出に向けて地域金融機関の役

割が非常に重要」（柴田氏）など、地域金

融機関による人材マッチングの意義や重要

性

などが指摘されました。

また、「いま『レビキャリ』を勧める理

由」をテーマにしたセッションも行いました。

この中では、「アフターフォローが強みで、

転職者も安心」（家森氏）など学術研究の観

点からの地域金融機関による強みや、「年収

ギャップの解消等に活用できる給付金の支給

や地域企業で働くための研修・ワークショッ

プの提供に取り組んでいる」（伊藤）など

「REVICareer（レビキャリ）※３」を通じた社

会課題の解決への貢献等が紹介されました。

２．「地方×パラレルで実現。新しいキャリ

アデザインと経済再生」

本年２月11日に、アルファドライブ社／

NewsPicks社の協力を得て、兼業・副業のよ

うな多様な働き方と地方創生の可能性をテー

マとしたオンラインフォーラム※４を開催しま

した。

＜パネルディスカッションの概要＞

冒頭、平田氏より、副業に対するハードル

の低下により優秀な人材をシェアする動きが

広がったため、「越境人材」への期待が高

まっていることの指摘がありました。続いて

行われた２つのディスカッションでは、兼

業・副業を通じて地方で働くことが個人の

キャリアにもたらす可能性、地方経済活性化

に必要となる人材を持続的に確保するための

インフラの在り方について議論が繰り広げら

れました。

これらのディスカッションの中で、パネ

ラー※５からは、

①「社長の右腕となる存在が不足している」

（三谷氏）、「社長と同じ視座や経験を

持って『壁打ち』してくれる相手がいな

い」（平田氏）など、地方における大企業

人材に対してのニーズの高さ

※３ 金融庁では、2021年10月より、株式会社 地域経済活性化支援機構（REVIC）において、中小企業の経

営人材ニーズに応えようとする地域金融機関と、大企業人材とを繋げる人材プラットフォーム

「REVICareer（レビキャリ）」を設置しています。https://www.revicareer.jp/lp/
※４ 本フォーラムの模様は、以下のページでアーカイブ配信しています（本年４月以降は、金融庁のYoutube

チャンネルにて公開予定。）。https://newspicks.com/live-movie/2488/
※５ 本フォーラムのパネラーは、プロフェッショナル＆パラレルキャリアフリーランス協会代表理事 平田麻

莉氏（第1部～第3部）、北海道上川町東京事務所ゼネラルマネージャー 三谷航平氏、池田泉州銀行ソ

リューション営業部HRグループ調査役 山根奈央氏（以上第2部）、WAmazing代表取締役CEO 加藤史子氏、

金融庁監督局銀行第二課地域金融企画室長兼総務課人材マッチング推進室長 今泉宣親（以上第3部）の５

名

写真：セッションの様子

https://www.revicareer.jp/lp/
https://newspicks.com/live-movie/2488/
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②「経営課題を掘り起こし必要な人材をアドバ

イスでき、企業側と求職者側の双方に対し

て多角的に助言が行える」（山根氏）、「

地域企業の課題に対して、多くの解決手段

を提供できるのが地域金融機関の強み」（

今泉）など、地域金融機関だからこそ果た

せる役割

③「受け入れる中小企業側の『外部人材からの

指摘を受けたくない』というマインドセッ

トの解きほぐしが必要」（加藤氏）など、

中小企業側の意識変革の必要性

などが指摘されました。

また、REVICareerの活用を通じて、大企業

人材が中小企業で働くイメージを持ちやすくす

るために研修・ワークショップを無償で提供し

ていることや、最大500万円の給付金を活用し

て「越境人材」を受け入れるための体制づくり

等が行えることが紹介されました。

３．おわりに

両フォーラムを通じて、地域金融機関による

人材マッチングの強みとともに、地域企業での

就業や地方への移住を成功させるうえでのポイ

ント等が紹介されました。フォーラムの模様は

アーカイブ動画で配信していますので、地域企

業で働くことに関心のある方は、ぜひご覧くだ

さい。あわせてREVICareerへの登録もご検討

いただけますと幸いです。

写真：パネルディスカッションの様子

「地方の成長企業で活躍する次のステージへ。
セカンドキャリア支援フォーラム」

「地方×パラレルで実現。新しいキャリアデザ
インと経済再生」

第１部：大企業人材が地域企業に転じる意義 第１部：「日本のパラレルワーク」現状と課題

地方へ移住することや中小企業で働くことの醍醐味、
中小企業で活躍する上でのポイント、人生設計上の
意味を探る。

人材が都市部に偏在しているという課題から、地方
におけるパラレルワークの可能性を紐解いていく。

第２部：いま「レビキャリ」を勧める理由 第２部：地方×パラレルで創る、新・キャリア
デザイン

金融庁が実施する大企業と地域金融機関・中小企業
を繋ぐ人材プラットフォーム「REVICareer(レビ
キャリ)」。レビキャリに賭ける想い(担当局長)と
地域金融機関の事業者支援における人材マッチング
の意義(研究者)を語る。

少子高齢化、進まないDX、プロフェッショナル不
足・・・都市部人材が地方企業の課題解決にどのよ
うに関わっていけるのか、「地方で働くこと」が個
人のキャリアにもたらす可能性を探る。

第３部：地域金融機関による人材マッチングの
強み

第３部：地方×パラレルで創る、経済再生の可
能性

なぜ地域金融機関が人材マッチングをするのか、中
小企業・大企業人材にとっての何が安心か、その強
みを探る。

地方×都市部人材による経済活性化を短期的なもの
に終わらせないためには、サステナブルに人材を確
保し、着実に地方経済を活性化する「エコシステ
ム」を作る必要がある。そのために必要なインフラ
や、制度の在り方について議論する。

＜イベントプログラム＞

レビキャリの詳しい内容はこちら↑
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企業内容等の開示に関する内閣府令等の改正について

～サステナビリティ情報等の開示～

企画市場局企業開示課 開示企画調整官 上利 悟史
専門官 河西 和佳子
係員 小泉 佑輔

政策解説コーナー

本年１月31日、「企業内容等の開示に関する

内閣府令及び特定有価証券の内容等の開示に関

する内閣府令の一部を改正する内閣府令」（令

和５年内閣府令第11号。以下「開示府令」とい

う）が公布され、同日から施行されました※１。

これは、昨年６月に公表された金融審議会

「ディスクロージャーワーキング・グループ」

報告における提言を踏まえ、企業のサステナビ

リティに関する取組みやコーポレートガバナン

スに関する開示の拡充を図るものです。

また、これと併せて、「企業内容等の開示に

関する留意事項について」（以下「開示ガイド

ライン」という）を改正し、サステナビリティ

情報の開示等における留意事項を示したほか、

プリンシプルベースのガイダンスである「記述

情報の開示に関する原則（別添）―サステナビ

リティ情報の開示について―」において、サス

テナビリティ情報の開示における考え方および

望ましい開示に向けた取組みを取りまとめまし

た。

ここでは、これらの改正についての主なポイ

ントを紹介します。（本改正の概要は図１を参

照）

図１

※１ 本年１月31日公表 「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改正案に対するパブリックコメ

ントの結果等について https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/20230131.html

（注1）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）」又は「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成3年法律第76号）」に基
づく情報の公表義務（努力義務は含まない）のある企業が対象となる

（注2） 参照先の書類に明らかに重要な虚偽記載があることを知りながら参照するなど、当該参照する旨の記載自体が有価証券報告書の重要な虚偽記載になりうる場合を除けば、単に任意開示書
類の虚偽記載のみをもって、金融商品取引法の罰則や課徴金が課されることにはならない

サステナビリティ情報の「記載欄」の新設に係る改正

 有価証券報告書におけるサステナビリティ情報の「記載欄」では、「ガバナンス」及び「リスク管理」については
全ての企業が開示し、「戦略」及び「指標及び目標」については各企業が重要性を判断して開示する

（１）ガバナンス
サステナビリティ関連のリスク及び機会に対するガバナンス体制
（記載イメージ：取締役会や任意に設置した委員会等の体制や役割等）

（２）戦略
サステナビリティ関連のリスク及び機会に対処する取組み
（記載イメージ：企業が識別したリスク及び機会の項目とその対応策等）

人的資本について、人材育成方針や社内環境整備方針

（３）リスク管理
サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別・評価・管理するために用いるプロセス
（記載イメージ：リスク及び機会の識別・評価方法や報告プロセス等）

（４）指標及び目標
サステナビリティ関連のリスク及び機会の実績を評価・管理するために用い
る情報（記載イメージ： GHG排出量の削減目標と実績値等）

人材育成方針や社内環境整備方針に関する指標の内容、当該指標による
目標・実績

女性管理職比率、男性育児休業等取得率、男女間賃金格差については、
「従業員の状況」で記載

有
価
証
券
報
告
書
（主
な
項
目
）

第一部 企業情報

第1 企業の概況

 従業員の状況等

第2 事業の状況

 経営方針、経営環境及び対処すべ
き課題等

 サステナビリティに関する考え
方及び取組（新設）

 事業等のリスク

 経営者による財政状態、経営成績

及びｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰの状況の分析等

第3 設備の状況

第4 提出会社の状況

 コーポレート・ガバナンスの状況

第5 経理の状況

 連結財務諸表、財務諸表等

：

全企業が開示

重要性を判断
して開示

全企業が開示

全企業が開示

重要性を判断
して開示

全企業が開示

全企業が開示
(注1）

（記載に当たっての留意事項）
 詳細情報について、他の公表書類（統合報告書、データブック等）の参照も可能（注2）

 記載した将来情報が、実際の結果と異なる場合でも、一般的に合理的と考えられる範囲で具体
的な説明が記載されている場合には、直ちに虚偽記載等の責任を負うものではない

サステナビリティに関する考え方及び取組

https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/20230131.html
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１．サステナビリティに関する開示

（１）サステナビリティ情報の「記載欄」の新

設

本改正では、有価証券報告書に、「サステナ

ビリティに関する考え方及び取組」の記載欄

（以下「サステナビリティ記載欄」という）を

新設しました。本記載欄では、企業の中長期的

な持続可能性に関する事項について、経営方

針・経営戦略等との整合性を意識して説明する

こととなります。

そして、サステナビリティ記載欄においては、

各企業におけるサステナビリティに関する考え

方および取組みの状況について、国際的なフ

レームワークと整合的な「ガバナンス」、「戦

略」、「リスク管理」、「指標及び目標」の四

つの構成要素に基づく開示を求めることとして

います。具体的には、

・企業において、自社の業態や経営環境、

企業価値への影響等を踏まえ、サステナビ

リティ情報を認識し、その重要性を判断す

る枠組みが必要となる観点から、「ガバナ

ンス」と「リスク管理」はすべての企業が

開示する

･「戦略」および「指標及び目標」について

は、開示が望ましいものの、各企業が「ガ

バナンス」と「リスク管理」の枠組みを通

じて重要性を判断して開示する

ことが求められます。

たとえば、気候変動対応について、企業にお

いて、「ガバナンス」と「リスク管理」の枠組

みを通じて、投資家の投資判断の観点から重要

性を判断し、開示の要否を決定することとなり

ます。その他のサステナビリティ項目の場合も、

同様です。ただし、重要性の判断にかかわらず、

人的資本に関し、人材の多様性の確保を含む人

材育成方針や社内環境整備方針については、

「戦略」において、当該方針に関する指標の内

容ならびに当該指標を用いた目標および実績に

ついては、「指標及び目標」において、記載が

求められます（サステナビリティ開示の概観は

図２を参照）。

図２

サステナビリティ開示の概観

 有価証券報告書の「サステナビリティに関する考え方及び取組」と「従業員の状況」に以下の事項を記載

気候変動

人的資本

多様性

サステナビリティ
共通

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標及び目標

サステナビリティに関する考え方及び取組［新設］

・ 女性管理職比率 ・男性育休取得率 ・男女間賃金格差

必要に応じて
定量情報を

定性情報で補足

追加

従業員の状況
必要に応じて
相互参照

戦略に関する事項

各企業が重要性
を踏まえ、開示を判断

リスク管理に関する事項

（開示）

指標・目標に関する事項

各企業が重要性
を踏まえ、開示を判断

ガバナンスに関する事項

（開示）

人材育成方針
社内環境整備方針

測定可能な指標
（インプット/アウトカム）
目標及び進捗状況

全企業全企業

重要な場合は、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標及び目標」の枠で開示

重要な場合は、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標及び目標」の枠で開示

ISSB基準を踏まえ、SSBJで開示の個別項目を検討

＋ ＋

全企業 全企業

現在の記載事項
（従業員数、平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与）
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サステナビリティ記載欄について、今回の改

正では、細かな記載事項は規定せず、各企業の

現在の取組状況に応じて柔軟に記載できるよう

な枠組みとしています。そのため、まずは

2023年３月期の有価証券報告書から開示をス

タートし、各企業の取組状況に応じて、その後、

投資家との対話を踏まえ、自社のサステナビリ

ティに関する取組みの進展とともに、有価証券

報告書の開示を充実させていくことが考えられ

ます。

なお、開示ガイドラインにおいては、サステ

ナビリティ開示における、将来情報の記載と虚

偽記載の責任の考え方や他の公表書類の参照等

に関して明確化しております。

（２）「従業員の状況」における女性管理職比

率等の開示

本改正では、提出会社やその連結子会社が女

性活躍推進法及び育児・介護休業法（以下「女

性活躍推進法等」という）に基づき、女性管理

職比率、男性の育児休業取得率および男女間賃

金差異（以下「女性管理職比率等」という）を

公表する場合には、公表するこれらの指標につ

いて、有価証券報告書の「従業員の状況」にお

いて記載を求めることとしました。女性管理職

比率等については、女性活躍推進法等に基づき

公表しなければならないものを有価証券報告書

においても開示対象とするものです。なお、女

性管理職比率等に関する計算方法や定義につい

ては、企業負担や情報利用者への統一的な情報

提供の観点から、女性活躍推進法等の定めに従

うこととされています（女性管理職比率等の記

載イメージは図３を参照）。

連結グループ

管理職に占める
女性労働者の割合

男性の育児休業等
取得率（※2）

男女の賃金の格差
任意の追加的な
記載欄（※3）

全労働者 うち正規雇用労働者 うちパート・有期労働者

xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% xx.x%
（※4）・・・・・・

・・・・・・・・・・・

指
標
を
公
表
し
た
連
結
子
会
社
（※

１
）

提出会社及び
連結子会社

管理職に占める
女性労働者の割合

男性の育児休業等
取得率（※2）

男女の賃金の格差
任意の追加的な
記載欄（※3）

全労働者 うち正規雇用労働者 うちパート・有期労働者

提出会社 xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% xx.x%
・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

連結子会社A xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% xx.x%
・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・

多様性に関する指標の記載イメージ

従
業
員
の
状
況

任意

（※1）「従業員の状況」に記載しきれない場合は、主要な連結子会社のみを「従業員の状況」に記載し、それ以外を有価証券報告書の「その他の参考情報」に記載することも可能
（※2）女性活躍推進法に基づき雇用管理区分ごと（正規、パート等）の男性の育児休業取得率を公表した場合、有価証券報告書においても雇用管理区分ごとの実績を記載する。また、育児・介護休業法に基づく指標を公表
する場合は、育児休業等、又は育児休業等＋育児目的休暇の、どちらの取得割合であるかを記載
（※3）数値の背景、各社の取組み、目標をより正確に理解できるよう、任意で、より詳細な情報や補足的な情報を記載することも可能
（※4）連結グループで記載する際に、海外子会社を含めた指標を記載するなど女性活躍推進法等と定義が異なる場合には、その指標の定義を記載する

図３
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２．コーポレートガバナンスに関する開示

本改正では、有価証券報告書の「コーポ

レート・ガバナンスの概要」において、

（ⅰ）取締役会

（ⅱ）指名委員会等設置会社における指名委

員会および報酬委員会

（ⅲ）企業統治に関し提出会社が任意に設置

する委員会その他これに類するもの

の活動状況（開催頻度、具体的な検討内容、

個々の取締役または委員の出席状況等）の記

載を求めることとしました。

また、有価証券報告書の「監査の状況」に

おいて、内部監査の状況等の一環として、

デュアルレポーティングライン（内部監査部

門が代表取締役のみならず、取締役会ならび

に監査役および監査役会に対しても直接報告

を行う仕組み）の有無を含む内部監査の実効

性を確保するための取組みの開示を求めるこ

ととしました。

加えて、政策保有株式の保有目的を、提出

会社と政策保有株式の発行者との間の営業上

の取引、業務上の提携等としている場合には、

その概要について開示を求めることとしまし

た。

３．記述情報の開示の好事例集2022

本年１月31日、投資家と企業との建設的

な対話に資する充実した企業情報の開示を促

すため、「記述情報の開示の好事例集

2022」（以下「好事例集」という）を公表

しました。本改正により新たにサステナビリ

ティに関する企業の取組みの開示等が求めら

れることを踏まえ、好事例集においては、サ

ステナビリティに関する企業の取組みの開示

の参考となる好事例を掲載しています※２。

いずれも企業の創意工夫がなされている開

示の好事例を掲載しているため、有価証券報

告書作成の一助となることを期待しています。

４．適用時期

これらの開示府令の改正は、本年１月31

日に公布・施行されました。また、開示ガイ

ドラインの改正は、同日より適用されていま

す。なお、改正後の開示府令の規定は、

2023年３月31日以後に終了する事業年度に

係る有価証券報告書等から適用されます。た

だし、施行日以後に提出される有価証券報告

書等については、早期適用が可能です。

※２ 本年１月31日公表 「記述情報の開示の好事例集2022」の公表（サステナビリティ情報等に関する開

示）https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/00.html

https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/00.html
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「ESG評価・データ提供機関に係る行動規範」について

総合政策局総合政策課

サステナブルファイナンス推進室 課長補佐 池田 友理

政策解説コーナー

金融庁では、「ESG評価・データ提供機関等

に係る専門分科会」※１（座長 北川哲雄青山

学院大学名誉教授・東京都立大学特任教授）

（以下、専門分科会）における議論を踏まえ、

昨年12月に「ESG評価・データ提供機関に係る

行動規範」※２（以下、行動規範）を取りまとめ

て公表しました。ここでは、その経緯と主なポ

イントをご紹介いたします。

１．経緯

サステナブルファイナンス（持続可能な社会

を実現するための金融）が世界的に拡大する中

で、企業のESG（環境、社会、ガバナンス）に

関する取組み状況やグリーンボンド等のESG関

連債やESGに関連した融資の適格性等について

情報を収集・提供し、評価を行う「ESG 評価・

データ提供機関」の役割の重要性が増していま

す。一方で、その評価の透明性や公平性等のい

くつかの課題が指摘されており、金融庁「サス

テナブルファイナンス有識者会議」（以下、有

識者会議）は、2021年６月に取りまとめた報告

書※３において、これらの課題に応えるための

ESG 評価・データ提供機関の行動規範の在り方

等について議論を進めるべきという提言を公表

しました。

国際的にも、IOSCO（証券監督者国際機構）

が、2021年11月に公表した報告書「ESG格付け

及びデータ提供者」※４において、ESG 評価・

データ提供機関と、これを利用する投資家、

ESG 評価・データの対象となる企業に関して期

待される行動を提言としてとりまとめています。

こうした国際的な動きや有識者会議の提言を

踏まえ、金融庁では、昨年２月に有識者会議に

専門分科会を設置し、ESG評価・データに係る

現況、ESG評価・データが適切に提供・利用さ

れるための関係者の課題、今後見込まれる展開

等について計７回にわたり幅広く議論を行いま

した。同年７月には、専門分科会の議論の結果

を報告書として公表するとともに、「ESG評価

機関・データ評価機関に係る行動規範（案）」

について、９月までの間広く意見の募集を行い、

第８回専門分科会での承認を経て、同年12月に

最終化しました。

２．行動規範の基本的な考え方

（１）原則主義（プリンシプルベース）

ESG 評価・データ提供に関する市場は、近年

急速に発展しています。現在、ESG 評価・デー

タ提供には様々なものがあり、その前提となる

ESGも広範な概念であり、これらの範囲は、社

会環境の変化を受けて、今後も変貌をとげてい

くものと想定されます。このため、行動規範で

は、ESG 評価・データ提供が、各主体による創

意工夫に基づき更に改善されることを促し、ま

た、将来的なビジネスモデルの変化等に対して

も柔軟性が確保されるよう、原則主義（プリン

シプルベース）としています。

※１ 昨年２月３日設置 ESG評価・データ提供機関等に係る専門分科会

https://www.fsa.go.jp/singi/esg_hyouka/index.html
※２ 昨年12月15日公表 「ESG評価・データ提供機関に係る行動規範」の公表について

https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20221215/20221215.html
※３ 2021年６月18日公表 「サステナブルファイナンス有識者会議報告書」の公表について

https://www.fsa.go.jp/news/r2/singi/20210618-2.html
※４ 2021年12月９日公表 証券監督者国際機構（IOSCO)による最終報告書「ESG格付け及びデータ提

供者」の公表について https://www.fsa.go.jp/inter/ios/20211209/20211209.html

https://www.fsa.go.jp/singi/esg_hyouka/index.html
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20221215/20221215.html
https://www.fsa.go.jp/news/r2/singi/20210618-2.html
https://www.fsa.go.jp/inter/ios/20211209/20211209.html
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（２）行動規範の対象となる ESG 評価・デー

タ提供機関

そのうえで、行動規範では、その対象となる

ESG評価・データ提供の範囲等について、以下

のように整理しています。

①行動規範の対象とするサービス

国際的な議論を踏まえつつ、基本的には、わ

が国の市場で投資等に活用されるESG評価・

データ提供を念頭に取りまとめていることから、

その対象は、本邦の金融市場に参加する、又は

当該参加者にサービスを提供する、ESG評価・

データ提供機関を念頭としています。そのう

えで、前述のとおり、ESG評価・データ自体に

は様々なものがあり、市場全体も変貌を続けて

いることから、機械的・一律にその定義を置く

のではなく、行動規範の賛同を求めるESG評

価・データ提供機関について、それらが提供す

るサービスに着目した「基本的な考え方」を明

らかにしています。

【行動規範の賛同を呼び掛ける ESG評価・

データ提供機関の範囲に係る基本的な考え方】

A) わが国の金融市場に参加し、又は当該参加

者に直接に、事業の一環として、投資判断

に資するものとして、企業に関する ESG

評価・データを提供するサービスを行って

いること

B) 当該サービス提供については、業として、

すなわち、自らの事業の一環として反復・

継続して行っているものであること

C) 上記のようにサービス提供を行う場合には、

営利法人・非営利法人、内国会社・外国

会社等、サービス提供の主体の属性に拘ら

ず、基本的に対象となること

D) ESGデータの提供についても、上記Aから

Cまでを満たし、企業データの試算・推

計・その他の情報の付加を行う場合には、

基本的に対象となること

ＥＳＧ評価・データ提供機関に係る行動規範

 透明性の確保
自社のESG評価について、目的・考え方・基本的方法論等を公表すること

 人材の育成

専門人材等を確保し、また、自社で専門的能力の育成等を図ること

 利益相反の回避

業務の独立性・客観性・中立性を損なう可能性のある業務・場面を特定し、潜在
的な利益相反を回避し、又は リスクを適切に管理・低減すること

 企業とのコミュニケーション

評価を行う企業との窓口を明確化し、評価の根拠となるデータは確認・ 訂正を
可能とし、こうした手順を予め公表すること

 自らの投資でESG評価をどう活用しているか、明らかにすること（投資家）

 サステナビリティに関する企業情報をわかり易く開示し、評価機関との窓口
を明確化すること（企業）

（※２）学術・報道機関等が対象となるものではない（※１）IOSCOによる国際的な報告書も踏まえて策定

ESG評価機関への期待 （行動規範としてとりまとめ）

機関投資家・企業への期待

 金融庁「ESG評価・データ提供機関に係る専門分科会」において、企業のESGの取組みを評価する「ESG評価機関
等」について評価の透明性・公平性を確保するための「行動規範」の案を取りまとめ。併せて、評価を利用する機関
投資家や、評価を受ける企業への提言と併せて、報告書として公表。（2022年７月）

 「行動規範」について、７月～９月に実施したパブリックコメントを踏まえ最終化（2022年12月）。

(※)わが国でサービス提供を行う日系・外資系の評価機関に対して、自主的な賛同を呼び掛けていく（法令に基づくものではなく、行動規
範の各項目について、遵守する場合にはその旨、遵守しない場合はその理由を 明らかにするいわゆる「コンプライ・オア・エクスプレイン」
方式により賛同を求めていく）。賛同の取りまとめを、評価部分は2023年6月、データ部分は2024年6月にそれぞれ実施。
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なお、行動規範では、IOSCO 報告書と同

様に、「評価」と「データ提供」を一体とし

て捉えています。具体的には、上記の A～C

のとおり、企業データの試算・推計・その他

の情報の付加を行う場合には、「ESG 評価・

データ提供」サービスを提供するものとして

行動規範の対象としつつ、原則主義に基づい

て各主体が判断可能なものとしています。

②ビジネスモデル

ESG評価・データ提供機関のビジネスモデ

ルは、株式や企業単位で ESG評価を実施・提

供し、評価結果を利用する投資家等のユー

ザーが費用負担を行ういわゆる「購買者負担

モデル」と、債券等の発行に当たって、発行

を行う企業が費用を負担し、発行する債券に

ついての様々なガイドライン等との整合性等

について評価を行ういわゆる「発行者負担モ

デル」が存在します。行動規範では、両モデ

ルをいずれも対象とし、統一的に記述しつつ、

特に必要な点は書き分けを行っています。

③評価の多様性

ESG評価には、株式や企業単位で行われる

評価（企業評価、ESG レーティング等）と、

債券や融資等の単位で行われる評価（債券評

価等）が存在しますが、行動規範は、評価の

独自性や外部基準の利用など、株式評価と債

券評価で違いがあるものの、基本的な内容は

共通するとの考えに立って、双方の評価及び

これらに係る定量・定性を含むデータ提供を

包括的に対象としています。

（３）市場を通じた改善

前項のとおり、行動規範の対象は、ESG評

価・データ提供機関ですが、専門分科会の報

告書では、ESG 評価・データが適切に利用さ

れるためには、インベストメントチェーン全

体を通じた環境整備を図っていく必要がある

との提言を行っています。投資家・企業には、

ESG 評価・データ提供機関に能動的にサービ

スのあり方についてフィードバックを寄せて

働きかけを行いながら、ESG 評価・データの

質の改善を促していくことが期待されます。

３．ESG評価機関・データ提供機関への期待

（行動規範）

こうした考えのもと、行動規範では、ESG

評価・データ提供機関に期待されるあり方に

ついて、基本的な柱となる６つの「原則」と、

「原則」を実施していくに当たってより詳細

な留意点・方法論をまとめた「指針」を設定

しています。また、「原則」・「指針」の設

定に当たっての背景・理由等をまとめた「考

え方」も記載しています。

行動規範では、IOSCO 報告書と同様に、

ESG評価・データ提供機関に係る原則の第一

に、サービスの品質確保を掲げています。こ

れは、ESG評価等のサービス提供の品質確保

が、健全な市場の発展に必要不可欠であると

の認識に立ったものです。そのうえで、品質

管理を確保するための重要な要素として、

IOSCO 報告書の記述を実務的な観点から補

強して、ESGに係る人材の育成について、独

立した原則２として取りまとめています。さ

らに、ESG評価・データが信頼性をもって利

用されていくためには、ESG評価・データ提

供機関に止まらず、企業・投資家による対応

も重要である点を特に強調しています。

【基本的な柱となる６つの「原則」】

原則１（品質の確保）

ESG評価・データ提供機関は、提供する

ESG評価・データの品質確保を図るべきであ

り、このために必要な基本的手続き等を定め

るべきである。

原則２（人材の育成）

ESG評価・データ提供機関は、自らが提供

する評価・データ提供サービスの品質を確保

するために必要な専門人材等を確保し、また、

自社において、専門的能力の育成等を図るべ

きである。
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４．投資家・企業への提言

専門分科会の報告書では、２.（３）のとお

り、ESG評価・データが適切に利用されるため

に、インベストメントチェーン全体を通じた環

境整備を図っていくことが重要との提言を取り

まとめています。行動規範においても、こうし

た趣旨を踏まえて、同報告書における投資家・

企業への提言を参考として掲載しています。

原則３（独立性の確保・利益相反の管理）

ESG評価・データ提供機関は、独立して意

思決定を行い、自らの組織・オーナーシップ、

事業、投資や資金調達、その他役職員の報酬

等から生じ得る利益相反に適切に対処できる

よう、実効的な方針を定めるべきである。利

益相反については、自ら、業務の独立性・客

観性・中立性を損なう可能性のある業務・場

面を特定し、潜在的な利益相反を回避し、又

はリスクを適切に管理・低減するべきである。

原則４（透明性の確保）

ESG評価・データ提供機関は、透明性の確

保を本質的かつ優先的な課題と認識して、評

価等の目的・基本的方法論等、サービス提供

に当たっての基本的考え方を一般に明らかに

するべきである。また、提供するサービスの

策定方法・プロセス等について、十分な開示

を行うべきである。

原則５（守秘義務）

ESG評価・データ提供機関は、業務に際し

て非公開情報を取得する場合には、これを適

切に保護するための方針・手続きを定めるべ

きである。

原則６（企業とのコミュニケーション）

ESG評価・データ提供機関は、企業からの情

報収集が評価機関・企業双方にとって効率的

となり、また必要な情報が十分に得られるよ

う、工夫・改善すべきである。評価等の対象

企業から開示される評価等の情報源に重要又

は合理的な問題提起があった場合には、ESG

評価・データ提供機関は、これに適切に対処

すべきである。

（参考）投資家への提言

投資家は、自らが投資判断等に用いてい

る ESG評価・データについて、評価の目的、

手法、制約を精査・理解し、評価結果に課

題があると考え得る場合等には、ESG評

価・データ提供機関や企業と対話を行うべ

きである。また、投資家自身が投資判断に

おいてどのようにESG評価・データを利用

するかについての基本的考え方を、一般に

明らかにすべきである。

（参考）企業への提言

企業においては、規制動向等も踏まえつ

つ、ESG関連の情報をわかり易く開示すべ

きである。

５．今後の対応

行動規範は、原則主義に基づくものである

ため、各規範の諸原則・指針を実施するか、

実施しない場合には実施しない理由を説明す

るいわゆる「コンプライ・オア・エクスプレ

イン」の手法によっています。

金融庁は、ESG 評価・データ提供機関に対

して、行動規範の受入れとともに、受け入れ

た場合にはその旨を自らのウェブサイトで公

表し、金融庁への通知を行うよう、呼び掛け

ています。当該賛同・受入れの状況について

は、2023年６月目途（データ提供に係る賛

同・受入れの状況については、更に１年後目

途）の状況を取りまとめる予定です。

現在、英国や欧州、インド等においても、

ESG評価・データ提供機関に係る規制の導入

の可能性も含め、評価の質の向上に向けた議

論が行われています。金融庁は、こうした国

際的な議論にも参画しながら、世界に先駆け

て策定した行動規範の浸透を図るとともに、

市場環境の変化等について継続的に状況を把

握し、３年後を目途に、行動規範の改訂その

他の更なる対応の要否等について検討してい

くこととしています。



〇 金融行政モニター制度とは

金融庁では、これまでも様々な手法により金融機関や一般の方々から、金融行政に関するご意見等

をお伺いしておりますが、金融機関などからは、聴き手が金融庁職員であることにより、必ずしも率

直な意見等を言うことは難しいとのご指摘もあるところです。

このような点に鑑み、金融庁では2016年１月より、「金融行政モニター受付窓口」を設けており

ます。これは、金融機関及びその職員、学識経験者やシンクタンク、事業会社をはじめとする金融行

政にご意見等をお持ちの方から、金融庁職員ではなく中立的な第三者である外部専門家（以下、「金

融行政モニター委員」）が直接にご意見・ご提言・ご批判などをお聞きし、寄せられたご意見等を金

融行政に反映することを可能とする仕組みです。

〇 寄せられたご意見について

寄せられたご意見については、金融行政モニター委員の見解が付された上で、金融庁幹部職員等へ

届けられます。これまで272件の意見（2022年12月31日現在）を受け付けており、金融庁の対応と

お 知 ら せ

14

金融行政モニター制度

（参考）金融行政モニターの流れともに主な意見の概要を、当庁ウェブサイト

に公表しています。

例えば、外国銀行支店に係る事業年度の弾

力化や、現金等紛失に係る不祥事件届出の金

額基準の撤廃など、制度改正に繋がっている

ケースのほか、最近では、コロナ入院給付金

の支払い対象の見直し等に関するものがあり

ます。

◆コロナ入院給付金の支払い対象の見直しに関する対応

◆留学生の銀行口座開設に関する対応

【寄せられた意見等】
令和４年９月１日付けで金融庁より「いわゆる「みなし入院」による入院給

付金支払対象等について（要請）」という文書が生命保険協会他宛てに通知さ
れた。この要請に基づいて、各保険会社はみなし入院による入院給付金対象を
リスクのある層（例えば65歳以上の者等）に限定するという方針に変更される。

保険契約は同じ契約内容であれば同じ内容の補償が得られることが大前提で
あるにもかかわらず、この要請により本来入院加療を必要とした患者であって
もリスクのある層に該当しなければ入院給付金を得られなくなるため、この大
前提が覆されることになり、契約者間の不平等を招き国民の権利を侵害する完
全に誤った対応である。

この通知の背景にどのような要請があったか知らないが、契約者間の不平等
を招く通知はするべきではない。

【金融庁の対応】
新型コロナの感染拡大以来、保険会社は、被保険者が自宅等において医師等の

健康観察下で療養を行った場合でも入院とみなし、特例的に入院給付金を支払う
よう、保険約款の柔軟な解釈・適用を行ってきたものと承知しています。

先般、政府の新型コロナウイルス感染症対策本部において、令和４年９月26日
以降、新型コロナの発生届の対象を重症化リスクの高い方（注）に限定すること
になり、重症化リスクの高い方か否かで自宅療養をされている方に対する医師等
の関わり方も変わるため、金融庁は生命保険協会等に対して、こうした政府の方
針を踏まえた入院給付金の取扱いの検討を要請しました。当庁からの要請を受け、
各保険会社において個別に検討された結果、多くの保険会社において一部原則的
な対応に戻ることになったものと考えています。
（注）①65歳以上の方、②入院を要する方、③重症化リスクがあり、コロナ治療薬の投
与又は新たに酸素投与が必要と医師が判断する方、④妊婦

医療保険や保険約款は保険会社によって様々ですので、一概には申し上げられ

ませんが、今般の見直しによって、入院給付金の支払対象から外れるケースが生
じたとしても、保険会社による恣意的な契約の変更（いわゆる不利益変更）には
あたらないと考えています。金融庁としては、保険会社において、こうした取扱
いの変更について、保険契約者等に対して丁寧な説明や周知・広報が行われるよ
う引き続きしっかりと促していきます。

【寄せられた意見等】
多くの銀行において、外為法上の居住者であることを口座開設の条件

の一つとして定めているところ、留学生は、入国後６か月間を経過する
まで、外為法上の非居住者扱いとなる結果、銀行口座の開設ができない
という話をよく聞く。入国後６か月間の経過を待つことなく、留学生が
銀行口座を開設できるよう、対応をご検討頂きたい。

【金融庁の対応】
金融庁としては、当該顧客の口座を非居住者預金口座として取扱いを行う金融

機関に対し、非居住者預金に関する丁寧な案内を実施するよう改めて周知し、非
居住者を含む外国人顧客の金融サービス利用の利便性向上に向け、引き続き取り
組んでまいります。

なお、金融機関においては一般に、「外国為替及び外国貿易法」及び「外国為
替法令の解釈及び運用について」（昭和55年11月29日付蔵国第4672号、以下「解
釈運用通達」）に基づき、顧客の居住性を判定しておりますが、「規制改革推進
に関する中間答申」（令和４年12月22日）にあるとおり、財務省は、外国人の居
住性判定基準について、より実態に沿う形で見直せるかどうか、令和４年度中で
きるだけ早期に検討を開始し、令和５年上期を目途に見直しの方向性を整理した
上で結論を得る、としております。

また、同答申にあるとおり、金融庁も財務省と緊密に連携しながら当該外国人
顧客に対して居住者口座または居住者と同等の口座の開設が可能となるよう、引
き続き取り組んでまいります。

〇 金融行政に関する意見や提言を金融庁に届けるチャネルの一つとして、金融

行政モニター制度を引き続き活用いただけますと幸いです。
詳しくは、金融庁ウェブサイトの「金融行政モニター」をご参照ください。

参考URL：https://www.fsa.go.jp/monitor/index.html

※なお、金融行政・金融サービスに関する一般的なご質問・ご意見や金融機関との個別のトラブ
ル等に関するご相談は、金融庁の「金融サービス利用者相談室」までご相談ください。

金融行政モニター委員

（敬称略、五十音順）

井上 聡 弁護士（長島・大野・常松法律事務所パートナー）

神作 裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授

佐々木 百合 明治学院大学経済学部教授

永沢 裕美子 フォスター・フォーラム（良質な金融商品を育てる会）世話人

米山 高生 東京経済大学経営学部教授

和仁 亮裕 弁護士（モリソン・フォースター法律事務所シニア・カウンセラー）

https://www.fsa.go.jp/monitor/index.html


編集後記

年度末が近づき、多くの方が節目を迎えられ、また来月からの新年度に期待を膨らませておられる
のではないかと思います。

一方、私は、（１月号の編集後記でも触れましたが）長い役所勤めで事務年度（７月～翌年６月）
体質となっており、３月になっても、つい「あと４か月ある」と思ってしまいがちです。

ただ、「４か月あるから」と油断していると、あっという間に時が過ぎる経験も何度もしています。
自戒を込めて、このタイミングで「年度内にやるべきこと」と「事務年度内にやるべきこと」を改め
て整理し、気持ち新たに新年度を迎えたいと思います。

今月もアクセスFSAをご覧いただき、ありがとうございました。
金融庁広報室長 守屋 貴之
編集・発行：金融庁広報室

 金融審議会「事業性に着目した融資実務を支える制度のあり方等に関するワーキング・グ

ループ」（第７回）の開催（２月２日）

 「脱炭素等に向けた金融機関等の取組みに関する検討会」（第４回）の開催（２月７日）

 金融審議会「事業性に着目した融資実務を支える制度のあり方等に関するワーキング・グ

ループ」報告の公表（２月10日）

 「監査上の主要な検討事項（KAM）の特徴的な事例と記載のポイント2022」の公表（２月

17日）

 「Regional Banking Summit （Re:ing/SUM）」×「日経地方創生フォーラム」の開催（2

月20日からオンライン配信開始）

 「インパクト投資等に関する検討会」（第５回）の開催（2月22日）

 2022年度金融知識普及功績者の表彰（2月24日）

 「脱炭素等に向けた金融機関等の取組みに関する検討会」（第５回）の開催（2月28日）

・ Twitter 金融庁公式アカウント
https://twitter.com/fsa_JAPAN

・ 本誌へのご意見・ご感想は以下のメールアドレスから
「金融庁広報室内アクセスFSA担当者」宛にお送りください。

E-mail : fsa_kouhou@fsa.go.jp

Twitter
情報発信強化中！

アンダーバー

（※本稿において意見に係る部分は筆者の個人的見解であり、所属組織の見解を示すものではありません。）

先月の金融庁の主な取組み
（令和５年２月１日～２月28日）
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https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/jigyoyushi_wg/siryou/20230202.html
https://www.fsa.go.jp/singi/decarbonization/siryou/20230207.html
https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20230210.html
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230217/20230217.html
https://www.fsa.go.jp/news/r4/ginkou/20230201-3/20230201-3.html
https://www.fsa.go.jp/singi/impact/siryou/20230222.html
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230224/20230224.html
https://www.fsa.go.jp/singi/decarbonization/siryou/20230228.html
https://twitter.com/fsa_JAPAN
mailto:fsa_kouhou@fsa.go.jp

